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問 題

　本稿で｢非対称的推測行動｣とは各国企業が同一国内の他企業と他国企

業とが異なる行動するものと推測することを意味する．したがって逆に

｢対称的推測行動｣とは各国企業がすべての他企業行動を1種類と推測し

ていることを指す．

　国際間における企業の費用条件の相違のもとで，貿易や産業政策の各種

手段の効果分析が不完全競争産業での戦略的貿易・産業政策として展開さ

　　　　Oれている．本稿でも類似の以下のような想定を設けるバ1)発展途上国と

想定した自国にて国民的厚生水準の最大化を目的とした保護政策が実施さ

れるとしてその効果を分析する. (2)自国市場で寡占的に競争する自国企

業と外国企業を想定し，自国企業数，外国企業数をそれぞれrih, 脚とする.

(3)国際間で企業の費用条件は異なり得るが，各国内では企業の費用条件

＊本稿の作成にあたって中西訓嗣氏（神戸大学）,菊地徹氏（神戸大学）,米山

　昌幸氏（褐協大学）との議論から有益な示唆を受けたことに謝意を表します。

　もちろん本稿にあり得る不備は筆者のものである。

1）例えば, Brander （1995）, Dixit（1984）, Helpman and Krugman （1989）,

　Markusen and Venables （1988）, Neary （1994）などを参照。
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の同一性を保持する．なお各企業の費用条件は一定の限界費用と固定的参

入費用で特徴づけられる. (4)自国企業が生産する財と外国企業のそれと

は不完全な代替財（差別化財）である．このような想定に加えて, (5）両国

のすべての企業がクールノー的競争を展開する，とした場合自由参入・退

出の長期均衡での（自国厚生を最大化する）最適政策は不介入の自由貿易と

　2）なる．

　本稿では上記の想定（5）を, 1企業による推測変動が対象競争相手企業

により異なると変更する．具体的には，想定㈲各国企業は国際間でクー

ルノー競争を展開しているが，各国内部では同一的（結果的に協調的）行動

を採るものとする．

　すなわち寡占企業間での推測変動に関して，各国企業は同一国の企業は

自らと同一的行動をすると推測し，他国企業はクールノー的に行動するも

のと推測している．本稿にて「非対称的推測行動」とは以上のように各国

企業が同一国内の他企業と他国企業とが異なる行動するものと推測してい

ることを指す．

　想定（6）のもつ意味は，各国の企業数が2以上なら，国内企業間の競争

が外国との競争より緩やかであるような均衡をもたらすので，「国内企業

がより厳しい国際競争に直面する」と言及される側面をモデル化したもの

と理解可能である．

　なお推測変動か対象競争相手企業の間で異なるより一般的な想定は，異

なる文脈で例えばDixit （1988）により利用されている，またKrishna,

　　　　　　　　　　　　　　　　　3)Hogan and Swagel （1994）をも参照．

　本稿ではさらに企業数が所与の（短期）ケースと，参入・退出が自由で

純利潤がゼロとなるまで新規参入が生じる（長期）ケースを扱う．上記の

2）この点は補論を参照。

3）推測変動分析に固有の特徴は例えばShapiro （1989）, 2. 4を参照。さらに

　国際貿易への応用に関するレビューとしてBrander （1995）, 3. 3を参照。

　　　　　　　　　　　　　　　　－21－



発展途上国の保護政策比較：自由参入と非対称的推測行動のヶ－ス

Dixit論文も参入問題について言及しているが分析は行われていない．本

稿の主要な特徴は推測変動を特定化しつつ，自由参入・退出の分析の追加

にある．

　第2節では基本モデルを提示し，第3節は企業数一定の「短期均衡」を

分析し，第4節で企業数を内生化した「長期均衡」の分析を行う．

　本稿で得られる主要な結果は以下のとおりである．

　自国国内市場で競争する2国寡占モデルにおいて，各企業は同一関内の

他企業行動に関しては同一行動的推測，他国企業行動に関してはクール

ノー的推測を行うとする．企業数が所与のとき，最適政策，単独生産補助

金，関税，自由貿易それぞれの最適補助金・課税率，生産量，自国厚生水

準は（固定的参入費用を度外視すると）, 2国クールノー複占のモデルの結果

と同一である．特に最適政策は自国企業への生産補助金と輸入への関税の

組み合わせである（（命題1]）.

　自由参入・退出の均衡における自国政府による最適政策は，自匡1企業へ

の生産課税と輸入関税の組み合わせとなる（［命題2］）.企業数が一定の均

衡では，最適政策は自国企業への生産補助金と輸入関税の組み合わせであ

るため，企業の自由参入・退出が可能となると企業数一定の場合に比較し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）て国内生産（補助金・課税）政策の符号が逆転する．

　さらに，自由参入・退出の均衡における厚生比較は，自由貿易に比較し

て介入政策が自国厚生水準を高める．さらに吋=らー（臨一亀）流瓦/久＞0

と定義して，外国企業が自国企業に比較して限界費用で表示した効率性の

程度が大（小）でその限界費用が咄未満（より大）のとき最適関税（最適

生産課税）による自国厚生が高水準となる．もちろん2政策手段が利用可

能な最適政策の場合がよりいっそうの高水準の厚生を与える（［命題3］）.

4）クールノー寡占モデルで自由参入の有無と政策比較に関しては,Markusen

　and Venables（1988）を参照。
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2

基本モデル

　部分均衡分析により発展途上国である自国を想定し，その国内市場にて

競争する自国旅企業と外国町企業を対象とする．それぞれが生産する財

は不完全な代替財である．ゲームの構造は2段階で，均衡はサブゲーム

パーフェクトとする．すなわち第1段階では政府は政策変数の水準を決定

し，第2段階で政策を所与として（長期には参入・退出後に）生産，消費が

なされる．

　2－1　需要

　自国家計(消費者)は自国企業の生産する財をX,外国企業が生産し自

国へ輸出する財をY,および価値尺度財をZ消費可能として，その効用関

数を

　　　　U(X,Y. z)=a.χ－恥/2)X^十a,Y-(by/2)Y'^一kXY十Z

　　　　　　　　　　＝副X, Y)十Z　　　　　　　　　　　　　　　　(2-1-1)

で表示，その係数に関し

　　　　両＞0, bi＞0，ん＞0, 娠by－ん'^＞0，

とする. X財とy財とは不完全代替財である．各財の価格を称効用最大

化の1階条件より，各財に対する（逆）需要関数は

　　　　八＝応一臨X一kY，　Py ＝αy一byY－kX　　　　　　　（2-1-2）

である．以下で

　　　　罵,＝功丿y－ん'^＞Q　4≧1　　　　　　　　　　　　　　　　　（2-1-3）

と定義すると, 0 ＜n＜mのとき瓦＜j八である．消費者余剰の定義は

　　　　　　　　　　　　　　　　－23－
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CS ＝U(X, Y. z卜(八X十PyY十z)，∂u/∂'X＝凡，∂u/∂Y ＝Py

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-1-4)

で与えられる．

　2－2　生産・供給

　次に企業の利潤最大化行動を考察する．費用条件の対称性(symmetry)

の想定より自国代表企業，外国代表企業の利潤関数はそれぞれ

　　　　刄＝(八一亀－ら)ｽﾞｰ凡，　乃＝(弓－らーら)y一八　　　(2-2-1)

であり，ここでx=X/w,,, y＝Y/ni,ら, Fj,ら(j=x, y）は各個別企業の生産

量，限界費用，固定費用および従量的課税（負の場合には補助金）を示して

いる。なお需要・費用に関してa/2くGを仮定する。相手国企業はクー

ルノー競争者であり，同一国内企業は同一的行動者であるとの推測により，

自国代表企業による自国他企業の生産に関する推測変動は, X-i＝X－X

と定義して

　　　　λ.x＝∂χ_,/∂to＝陶,－l≧0

また，外国企業の生産に関する推測変動は

　　　　λyx∂YA∂x＝0

(2-2-2)

(2-2-3)

と定義し，自国代表企業の利潤最大化1階条件として

　　　　∂硲/∂X＝(八－C-c－ら)－臨nμ＝O　　　　　　　　　　(2-2-4)

が成立する。各国の企業数が2以上なら国内企業間の競争が外国との競争

より緩やかであるような均衡をもたらす。上式を生産量Xについて表すと

　　　　X=(Px一亀－ら)/(恥瓦)　　　　　　　　　　　　　　　　　(2-2-5)

　　　　　　　　　　　　　　　　－24 －
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である．

　同様にして外国代表企業の行動は, Yべ＝Yつとして，推測変動を

　　　　恥y＝∂iX/∂i'＝0，　λJ'J∂Y-y/∂y＝町－l　　　　　　（2-2-6）

と定義して利潤最大化1階条件は

　　　　∂Uy/∂y＝（弓－らーら）一by町y＝O　　　　　　　　　　（2-2-7）

となり，生産量yについて表現すると

　　　　y＝（弓－らーら）人n/by）　　　　　　　　　　　　　　（2-2-8）

となる．

　以上の1階条件（2-2-4）および（2-2-7）と逆需要関数を利用して企業

および各国の総生産（供給）量が決まる．具体的に1階条件を

　　　　(八－c:,－ら)一臨X＝O，(弓－らーら)－らY＝Q　　　(2-2-9)

として逆需要関数を代入しX，Yに関して解くと，各国企業の総供給(X,

Y)は

　　　　X＝{2ら(亀一亀－な)－だ(らーらーら)}/どi＞0

　　　　Y＝{2恥(らーらーら)－た(ら一亀－ら}ﾉH,＞0　　　　　　(2-2-10)

となりら，らが所与なら両国の企業数から独立的である．さらに価格水準

は

　　　　八＝亀－{(亀－Cx－ら拓十(らーらーちわ訣ﾉHi＞Q

　　　　弓＝ら一{(らーらーら)珀十{ら一亀－Qb躊}ﾉHi＞Q　　(2-2-11)

でこれらもな,らが所与なら両国企業数から独立的である．

－25－
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　2－3　国民的厚生

　国民的厚生（社会的厚生）は消費者余剰および，自国総利潤と財政純収

入の単純な合計と仮定して，

　　　　siy=cs十旅心十t,x十tyY

となる．以上は企業数が所与の場合である．

　2－4　自由参入・退出

　自由参入・退出のゼロ利潤条件より

　　　　(P.一亀一ら)x＝F。

よってこれを追加すると(2-2-5)より長期均衡生産量は

　　　　x^＝瓦/(恥恥)

(2-3-1)

(2-4-1)

(2-4-2)

となる。同様にして外国代表企業の行動は，自由参入・退出のゼロ利潤条

件

　　　　(弓－らーら)y=尽

を(2-2-8)に代入して

　　　　y-'=弓/(恥町)

(2-4-3)

(2-4-4)

である．すべての企業行動がクールノー的との推測のもと（クールノー均

衡）では長期均衡で自国企業，外国企業の生産量は

　　　　x'=几/恥，　f=Fy/hy

であるから，各国企業数が2以上のとき（2-4ー2）, （2-4ー4）における個別

企業の生産はクールノー均衡に比較して低水準である.
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2－5　比較静学

自国企業への課税・補助金率変化の比較静学は

dX/dtエ＝－2by/H,＜0.

dP,/眺＝H2ﾉH4＞0，

　dY/dt,=k/H,＞0

dPy/dtエ＝kby/珀＞0 (2-5-1)

となる．すなわち自国企業生産への課税む＞0の場合には自国生産は減少

外国生産は増加，両価格とも上昇する．逆に補助金t.＜0の場合には自国

生産は増加，外国生産は減少，両価格とも低下する．

　同様に外国企業への課税率変化の比較静学は

dX/dty＝ん/Hi＞0,

dP．/dty＝kb^/Hi＞0,

dY/dty＝－2娠/H,＜Q

　dPyノ馬＝珀/吊＞Q

である. PJ.上の（2-5-1）, （2-5-2）は企業数から独立である．

3　企業数が所与のヶ－ス（短期均衡）

(2-5-2)

　この節では企業数が一定であり，税率を所与とすると各企業の生産量X，

yは対応する総生産量X. Yに比例して決定されまた変化する．そしてこ

れら税率の水準自体は自国政府の国民的厚生最大化行動により決定される．

　国民的厚生は消費者余剰，企業利潤および政府の純収入の和からなり

sw＝cs十隔心十島X十げ=m(X,Y)－c,Xづ弓几y一隔凡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3-1)

である。この厚生変化の各効果への分解は

　　　　ASW＝(几－c,)/IX－(J弓－Jら)Y十ら∠dY

と表現される。すなわち，資源配分効果，交易条件効果および数量効果に

　　　　　　　　　　　　　　　　－27－
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分解することができる。

　（3-1）をなおよびらで偏微分すると

∂s彫/∂ら＝(八一亀)∂χ/∂な－Y∂ip/∂む十ら∂寫∂ら

∂S町/∂ら＝(八一亀)∂χ/∂ら－Y(∂弓/∂ら－l卜ら∂7/∂ら　(3-2)

となる．以下では各ヶ－スについて考察する．

　3－1　最適政策

　内点解を仮定しかつ柘＞Oであるから，比較静学の結果を代入すれば

　　　　∂SW/dt,＝O，　∂sw/∂ty ＝O　　　　　　　　　　（3-1-1）

はそれぞれ

－2bytχ十kty＝2脱胎X十b誹Y, kt^－2恥ら＝一叫kX－2玩byY

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3-1-2)

と具体的に表現される．これらをなおよびらに関して解くと最適税率は

それぞれ

　　　　汐＝一恥X°〈O　および　t°＝b,Y°＞Q　　　　　　　　（3-1-3）

である．ただしsuperscript O は最適政策での変数であることを表示する．

したがって

　　　巧－c,＝O, t?=（P°－c,/2　　　　　　　　　　（3-1-4）

が成立する．このように企業数が所与の場合には，通常のクールノー複占

均衡のヶ－スと同様に自国企業へは生産補助金，外国企業へは関税の政策

組み合わせが最適解となる．対称的なクールノー寡占モデルの場合には最

適政策は個別企業の生産量と関連している．すなわち（3-1-3）に対応す

　　　　　　　　　　　　　　　－28－



発展途上国の保護政策比較：自由参入と非対称的推測行動のヶ－ス

る関係は，汐＝－&パ°〈Oおよびt°＝byy°＞0となる．ただし（3-1-4）は

そのまま成立する．

　最適税率を（2-2-10）に代入してX, Yについて明示的に解くと

X°＝{3匈(硲一亀)－た(らーら)}/涅3＞0

7°＝既(ay－ら)－ん(亀一亀)}/涅3＞0

を得ることができる．

ときの自国純厚生は

(3-1-5)

これらを利用して最適税率も明示的に解ける．この

となる．

SW°＝{?,by(硲一亀)2十恥(ら一Cy)

　　　　－2た(硲一亀)(らーら)}／(2珀)一八痢

3－2　生産補助金政策

次に単独生産補助金の場合, ty＝0として∂sw/∂tx＝0より

　　　－2恥ら＝2b丿yX十bykY

(3-I-6)

(3-2-1)

が成立する．この式に（2-2-10）を代入して

　　　　が＝－（α．一cJ＜0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3-2-2）

ここで, superscript Sは最適生産補助金政策での変数であることを表示

する．この生産補助金水準はクールノー複占均衡のケースと同じである．

さらにこの結果をX, Yに代入して明示的に解くと

X'^＝{4わ/ら一亀)－ん(らーCy)}/吊＞0

戸＝2阪(らーら)－ん(亀－c,)}/涅,＞Q

を得ることができる．さらにこのとき自国厚生水準は

　　　　　　　　　　　　　　　－29－
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となる．
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SWS＝{4勾(亀一亀)2十恥(ら一Cy)

　　　－2だ(亀一亀)(らーら)}/(2柘)一八仇 (3-2-4)

3－3　関税政策

同様にして単独関税政策の場合には，ら＝0としてdSW/∂ら＝0より

　　　　－2沁y＝－b謙X－2b,)yY

となる．これに（2-2-10）を代入して

　　　　げ＝（ら一Cv）/3＞0

(3-3-1)

(3-3-2)

ただしsuperscript Tは最適関税政策での変数であることを表示する．こ

こでも関税水準はクールノー複占均衡のケースと同一である．これをX，

yに代入して明示的に解くと

　　　　が＝2{3りの一亀べ(らーら)}/3珀＞0

　　　　y^＝{4恥(らーら)－3た(亀一亀)}/凰＞Q　　　　　　(3-3-3)

を得ることができる．このときの自国厚生は

　　　　SWア＝{%恥(亀一亀)＋A恥らーら)

　　　　　　　－肋(碍－c;)(らーら)}／(3珀)一八恥　　　　　　　(3-3-4)

となる．

3－4　自由貿易

非介入自由貿易の場合には, tx＝O,ty＝0として(2-2-10)よりX,Yは

　　　X'゛={2恥(亀一亀)－だ(らーら)}/涅i＞Q
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　　　　ド＝{2恥ら一心)－ん(硲一心)}/仏＞0　　　　　　　(3ペー1)

である. superscript Fは自由貿易での変数であることを表示する．この

ときの自国厚生は

SW″＝{?,&y(碍一亀) ＋2臨らーら)

　　　　－2た(亀一Cx)(ら一Cv)}/(2H,,)一八旅 (3-4-2)

となる．

　ここで各ヶ－スにおける両国企業の生産量が正となる砂の下限，上限

をそれぞれ

砂i¨＝{ら：が≧0}，叩¨＝{ら：ダ≧0}, foΓα＝O, S, T, F

とすると，すべてのヶ－スで両国企業の生産量が正となるためには

　　　　Cj"“^＜Cj,＜CiP゛○

の条件が必要である．以上のすべてのヶ－スでの結果を要約すると次の命

題を得る．

［命題1］企業数が所与のとき，自国国内市場で競争する2国寡占モデル

において，各企業は同一国内の他企業行動に関しては同一行動的推測，他

国企業行動に関してはクールノー的推測を行うとする．このとき最適政策，

単独生産補助金，関税，自由貿易それぞれの最適補助金・課税率，生産量，

参入費用を度外視すると自国厚生水準は2国クールノー複占のモデルの結

果と同一である．特に最適政策は自国企業への生産補助金と輸入への関税

　　　　　　　　　5）の組み合わせである．

5）差別的クールノー複占の場合の結果は拙稿，林原（1997）を参照。
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t＜t°＜0　　　0く+0く町

第１図　短期税率の決定と比較

　以上について補足すると，①企業行動が結果的に国内で協調的なため，

最適政策は短期では各国１企業の複占の場合と同様となるのである．②

各ヶ－スで最適な税率・補助金率を比較すると，tlくだくＯおよびＯく吟＜

げの関係が成立する．すなわち, 2政策手段が利用可能な最適政策の場

合には各政策手段の負担は分散され，単独政策の場合に比較して低水準で

ある（第１図参照）.

４　自由参入・退出のヶ－ス（長期均衡）

　この節では自由参入・退出により，ゼロ利潤の条件を追加し企業数を内

生化する．ただし企業数に関する整数制約は度外視する．この場合，個別

企業の均衡生産量は（2-4-2）,（2-4ー4）より，

－32－
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ｽﾞ''＝八人妬心)，ゾ＝弓人匈町)

の関連を有したから

xX＝F/b,,　yY＝Fy/by (4-1)

が成立する．さらに各企業の（税額を除いた）平均費用を

　　　　AC,＝c,十八万，ACy＝Cy十Fy/y　　　　　　　　　　（4-2）

で示す．これら（4-1）, （4-2）より個別企業の生産量を増加（減少）させ

る要因が各国総生産量を減少（増加）させ，同時に企業数が減少（増加）

する．このことはそれぞれの国で平均費用で表示した生産性が上昇（低

下）していることを意味する．ここで注意すべきことは企業数が一定の場

合と異なり個別企業の生産量と各国総生産量とは逆方向（反比例）に変動

していることである．具体的に各政策変数の効果は以下で示す．

　税率を所与としたとき各国企業の総生産量は企業数から独立的に

X＝{2by(a,一亀－な)－た(ら一亀－ら)}/涅i＞Q

Y＝{2恥(ayーCyーty)－ん(臨一亀－な)丿爪＞0 (2-2-10)

であった．これと（4-1）の関係を利用して個別企業の生産量エ,yも表現

可能である．さらに

恥＝瓦/x＝久X/八

n,＝Y/y＝byY/F,

であるから自国，外国の「均衡企業数」はそれぞれ

痢＝臨{2ら(ら一亀－な)－ん(αy－らーら)}ソ(H支几)

町＝匈{2恥ay－らーら－た(α^^c,－な)}/(どl几)

－33－
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と得ることができる．

　すなわちこの節の長期均衡での変数の決まり方は，税率を所与としてそ

の値に対応して各企業および各国の生産量そして総供給量，ならびに均衡

企業数が決定する．さらにその税率水準自体は自国政府がその国民的厚生

を最大化するように決定すると想定している．

　自由参入・退出によるゼロ利潤条件をな，らで独立的にそれぞれ微分す

ると

2恥 dx/dtj十xdni,/dtj=O

2nfdy/dtj十ydnf/dtj＝O

を得る。これと比較静学の結果（2-5-1）とがら

dxﾉdt。＝2恥／(肌仏)＞0,

dni,/dtx＝一肋ノ収珀)く0,

(4-5)

dy/臨＝一砂(町珀)＜0

　d町ﾉ叫＝2た/(y珀)＞Q　　(4-6)

が成立する．すなわち自由参入均衡では自国企業への課税は自国総生産を

減少させるが同時に自国企業数を減少させ，自国1企業あたりの生産を拡

大する．また外国総供給を増加させ，同時に外国企業数を増加させ，外国

1企業あたりの生産を縮小する．同様にして

dx/dty＝一k/(rtuH)く0,

ど痢/亀＝2k/収珀)＞0,

dyﾉdty＝2bソ(町瓦)＞0

血fﾉdty＝一助ソ(丿凪)＜Q　　(4-7)

外国企業への関税は自国総生産を増加させるが同時に自国企業数を増加さ

せ，自国1企業あたりの生産を縮小する．また外国総供給を減少させ，外

国企業数を減少させるが，外国1企業あたりの生産は増加する．

　長期では自国企業への生産課税は自国に規模の経済，外国に不経済をお

よぼす．他方関税は自国に規模の不経済，外国に規模の経済をおよぼす．

このことより，①両政策手段の効果はこの点では逆転している. ②両政
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策手段とも国際間でプラスとマイナスの効果を有しておりバランスする点

が最適な政策の値となる．

　また各財の価格はゼロ利潤条件と（4-6）, （4-7）を利用して

dP,/眺一1 =一bぶh dx/dtχ＝－2Kby/Hi＜0

d弓/政＝一匈町どﾋy/政＝b皿ノHi＞Q

d八/亀＝一加k dx/弗＝肋／凰＞0

dPyﾉdty－＼＝一如回y/亀＝－2臨by/H,＜0 (4-8)

となる．この（4-8）は短期の（2-5-1），（2-5-2）と同一であるが，価格

水準が企業数から直接的に影響を受けないことと整合的である．ただし，

dPｴﾉdtエ=珀/珀＞0，dPyﾉdty＝珀/珀＞0が成立している．

　さらにこのとき国民的厚生（社会的厚生）はゼロ利潤条件を考慮して

sw＝cs十島X十tyY ＝U(.X, Y)一八X一PyY十島x十tyY

であり，国民的厚生分解は

　　　　JSW=－（A八－JらX－（J弓－Jら）Y十臨∠/X十ty∠dY

と，「交易条件効果」と数量効果の和となる。

　自由参入・退出のゼロ利潤条件の下でswをら，tyで微分してゼロとお

き（4一8），（2-2-10）などを利用すると，それぞれ

－2bytχ十たty＝－Z叫byX十瓦byY，ktχ－2娠ぢ＝反b,X－2bχb,Y

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-9)

となる．以下で各ヶ－スを考察する．

　自国厚生水準の変化の式より, ty＝/lら＝0として自国生産課税は自国個

別企業の生産を拡大し効率性を上昇させ価格・平均費用を低下させる正の

効果，自国総生産を減少し当初の税率での課税額を減少させる負の効果，

　　　　　　　　　　　　　　　－35－
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および外国個別企業の生産を縮小して価格・平均費用を上昇させる負の効

果を有する．すなわち, /1SW ＝一(J八－z]らX－Y∠dPy十G∠dXである．

関税に関しても同様にして考察可能である．

　4－1　最適政策

　生産補助金と関税の双方が利用可能な場合, （4-9）をらおよびらに関

して解くと最適税率

t°＝b,X°＞0，　汐＝byYO＞0 (4-1-1)

を得ることが出来る．ただしsuperscript Oは最適政策での変数であるこ

とを表示する．前節で短期の場合にもsuperscript Oで最適政策での変数

であることを表示した．長期均衡を扱う第4節でも混乱のない限り同様の

記号を用いるが，短期と長期での変数を比較する必要が生じた場合にはさ

らに区別することとする．以下各ヶ－スとも同様である．

　実際このときの各国企業の総供給は

X°＝{?,&,(亀一亀)一万(らーら)}/μi＞Q

Y°＝{i恥毎－ら)－だÅ一亀)}/i79＞0 (4-1一2)

となり, （4-3）の関係を利用すると企業数，個別企業の生産量も確定する．

さらに自国厚生水準は

SW°＝{?,恥(亀一亀)＋̂Z久迅－ら)－2削瓜一亀(らーら)}/越＞0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-ﾄ3)

である. （4-1-2）より可能な外国企業の限界費用は

げiO＝ら一亀(臨一亀)μ＜らくぐ“)＝ら→(亀一c.)/(3恥)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-1-4)

-
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の範囲になければならない．以上より

［命題2］両国企業が相互に，相手国企業はクールノー競争をするが同一

国内の他企業は自己と同一の行動をすると推測するものと仮定しよう．こ

のとき自由参入・退出の均衡における自国政府による最適政策は，自国企

業への生産課税と輸入関税の組み合わせとなる．

　以上の結果に関して補足しよう.

①　同様の企業行動仮説（推測）のもので企業数が一定の均衡では，最適

　政策は自国企業への生産補助金と輸入関税の組み合わせであった．これ

　は自国企業の生産を促進し効率性を上昇させる効果を有した．他方自由

　参入・退出のもとでは生産課税は企業数を減少させることにより個別企

　業の生産を拡大し規模の経済を甘受出来るためである．したがって企業

　の自由参入・退出は固定企業数の場合に比較して国内生産（補助金・課

　税）政策の符号を逆転させる.

②　最適税率とI階条件（2-2-9）より，自国企業に関して

P°－c, ＝2bχX°＞0

さらにゼ口利潤条件と再度1階条件（2-2-9）

(週)一亀一汐)x°一八＝0，(巧一亀一t?)x°一b,X°x°＝Q

を利用すると

　　　　t°x°=凡

である．同様に外国企業に関して

P°－c,＝2byY°＞Q,および豹°＝尽
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であるから，各国個別企業への生産課税額および関税額はその固定費用に

一致する.

③　各国の総生産量X°, Y°の値を短期と長期で比較すると, x°の分子

　は同一であり分母は珀＜肌であるから，自国の総生産量は長期で減少

　している．他方yoを短期と長期で比較すると逆に長期で増加している.

④　自由参入・退出でのクールノー均衡では最適政策は不介入自由貿易で

　ある．また個別企業の生産量は2－4で見たとおり定数であるクール

　ノー均衡値に比較して低水準で可変的である．したがって企業数を減少

　し個別企業の生産を拡大するための生産課税政策が整合的である．

4－2　生産補助金・課税政策

同様に単独生産補助金の場合, ら＝0として, （4-9）より

　　　tx＝b,X－んY/2

これと逆需要関数より

X^＝{i亀(亀一亀)－た(らーら)}/仔u＞Q

戸＝{6瓦(らーら)－2だ(亀一C.)}ノiJl2＞0

(4-2-1)

(4-2-2)

これらを再度に代入して最適生産補助金率は

　　　　が＝{(亀一亀)i恥ら十だ-')－A(らーら)肋,}/耳n　　　　　　(4-2-3)

となり，この符号は確定が困難である。ただしsuperscript S は生産補助

金政策での変数であることを表示する。厚生は

SW^＝{A恥亀－c.)＋i恥ら一ら)2

　　　－2ん(α。一亀)(らーら)}/(2瓦2)＞0

である．このとき生産量が正の条件は

　　　　　　　　　　　　　　　－38
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　　　　げ"'^＝ら－4:妬(亀一c,)/kくら＜俘゛'＝らーん(亀－cj/(3恥

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-2-5)

であり，さらに

　　　　　　　C7irlSくむ7i“0,C7゛○＝C7゛S

の関係が成立するのである．

　4－3　関税政策

　対称的に関税政策の場合, む＝0として，(4-9)より

　　　　ty＝－だX/2十byY

これと逆需要関数より

　　　　X'''= {6妬(亀一亀)－2だ(ay,－Cy)}/扁2 ＞0

　　　　Y^={^妬らーら)－ん(亀一cJ}/珀2＞0

これらを再度に代人して最適関税率は

　　　　げ＝{(らーら)(A恥妬十ん')－4碍一亀)肋タ}/どn＞Q

(4-2-6)

(4-3-1)

(4-3-2)

(4-3-3)

となる．ただしsuperscript Tは関税政策での変数であることを表示する．

厚生は

　　　　SW''={3匈(亀一亀)'＋4妬(らーら)=^

　　　　　　　－2ん臨一亀)(らーら)ド(2耳n)＞Q　　　　　　(4-3-4)

である．このとき生産量が正の条件は

ずに＝ら－3恥(亀一C,:)/k＜Cyくぐに＝αy一丸(亀一亀)人仇)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-3-5)
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であり，さらに

　　　　　(:ぶ1111 ｓくc7i・7｀＝ｃriilo，　c7゛０ニｃ７３｀ｓくｃ７３゛７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-3－6)

の関係が成立するのである．

　以上の長期で各ヶ－スの最適な税率・補助金率を比較すると, 0＜汐の

もとでI'X＜汐および0 ＜げ＜吟の関係が成立する．生産課税・補助金の場

合だの符号が確定困難であるが，関税に関しては単独政策の方が負担が

小となる．この点は短期均衡での結果と相違している．これは両政策手段

が互いに相手の効果を部分的に相殺するためである（第２図参照）.

単独生産政策が課税と想定して図示
0＜tt＜t≪x　　　0＜t3^＜t5.

　　　　　　　　　　　　　　第２図　長期税率の決定と比較

－40－
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4－4　自由貿易

非介入自由貿易の場合には, tx＝O, ty＝0として

　　　が＝{2かy(α。一亀)一反(らーら)}/私＞Q

　　　　ド＝{2恥(らーら)－た臨一c,)}/H,＞Q

厚生は

　　　　S卯'={3by(a,一亀)2十肋χ(らーら)2

　　　　　　　　－2ん(亀一亀)(らーら)}/(2拓n)＞Q

である．このとき生産量が正の条件は

　　　　ず・＝ら－2ら(亀一亀)μ＜ら＜べ？＝らーた(亀一亀)/(2恥)

であり，さらに

　　　　　C7i“S＜C7i“7＝C7i“○＜む7九

　　　　　^m“｀＜y^ma｀O y^ma｀S＜,^ma｀T

の関係が成立するのである．

(4-4ー1)

(4-4-2)

(4-4-3)

(4一4-4)

　4-5　厚生比較

　以下ではすべてのヶ－スにおいて両国企業の生産水準を正とするために

外国限界費用の可能な領域を

　　　ら∈（cf・, げ゛　　　　　　　　　　　　　　（4-5-1）

の範囲とする．各政策のもとでの厚生水準の比較は，第1に最適政策の場

合が当然他のヶ－スを凌駕して

41
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　　　　SW°-~SW'^＝{^(aχ一Cx)恥－(ら一心)ん}体/(2耳n珀)＞Q

　　　　SW°－S叩＝{(aこc,)k一3 (a.一白)帽侑ソ(2扁2珀)＞0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4-5-2)

であり，第2に自由貿易の場合は他に比較して低水準となる，すなわち

SW乙訓ド＝{A恥た(亀一亀)

　　　　　　　－(4臨妬十鹿2)(ら一心)}2娠人2私nどl)＞Q

SW^－SW″＝{(亀一一cJd恥恥十だ')

　　　　　　　一肋丿らーら)}帥ﾉ(2HnH^d＞Q (4-5-3)

である．よって

　　　　sw''＜svir'＜sw°,別ド＜SW^くsw°　　　　　　　（4-5-4）

が成立する．

　第3として，不確定部分である生産補助金のケースと関税のケースの差

を

μ(ら)＝S府－SW'^={ら(亀－c,)－恥(αy一白)}/(2扁n)

と定義すると

(4-5-5)

面(ら)μら＝2恥{a,－ら)バ2//,2)＞0　for　　ay－ら＞0

伽(ら)μら＝Q

d}μ(ら)μぺ＝－2恥/(2私n)＜Q

μ(ず“)＝づら一亀)私恥/(2私話')＜0

μ(げ㈹＝(a.一亀)私/(私大)＞Q

a,－c門＝(亀一亀)似(2恥)＞0　　　　　　　　　(4-5-6)
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である．特にμ(Cy)はらの2次式でありら,＞らのとき増加している．次

にμ(ら)＝SW''－SW^＝Qとなるらを求めると2根

げ＝ら十(亀一亀)凪萌ノ臨＞0

吋＝らー(ら一亀)/瓦‾瓦/恥＞Q

は, 吋くげであり

　　　　cf“＜吋＜c^“＜αy

であるから

　(砂i“,げ勺の範囲内で

ら＜咄のとき

ら=吋のとき

ら＞咄のとき

SW^－SW'''＜0

SW^－SW''＝O

SP/'5－SP7^＞0

(4-5-7)

(4-5-8)

(4-5-9)

を得ることができる。

　さらに各政策のもとでのX, Yが非負となる外国企業の限界費用の端点

の比較は（4-4ぺ）で与えられた。よって生産補助金・課税と関税のみの

比較の場合，これら両方での両国生産が正の領域は

(摩in T 摩a｀S)

であるから

μ(俘'" '0)＝－臨一亀)越恥/(2珀nん'')＜μ(俘り＜0

μ(げ゛^)＝亀一亀)肌/(i珀n恥)＞μ(摩㈹＞0 (4-5-10)

を考慮すると分析対象領域は拡大する．以上を図示すると第3図，第4図

のようになる．

　以上の厚生比較の結果は以下のように要約できる．

-
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外国限界費用が相対的に低水準（Cy＜ClF）の場合，sws＜sw'｀

外国限界費用が相対的に高水準（Cy＞4）の場合,sws＞sw'^

　　　　　　　　　　　　　　　　第３図　厚生比較

［命題３］両国企業が相互に，相手国企業はクールノー競争をするが国内

他企業は自己と同一の行動をすると推測するものと仮定する。このとき自

由参入・退出の均衡において，自由貿易に比較し介入政策が自国厚生水準

を高める。さらに咄を（4-5-7）のように定義して，外国企業の効率性の

程度が大（小）でその限界費用が咄未満（より大）のとき最適関税（最通

生産課税）による自国厚生が高水準となる。もちろん２政策手段が利用可

能な最適政策がさらに高水準の厚生を与える。
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限界費用の値比較

ｏく^？S ＜n？^＝/*？T＜/-.min＜妨＜C'?'"｀くc7“s°ｃ？｀o＜ｃｒ｀1｀

すべてのヶ－スで生産量正の条件　Uy'― ('-'y“,^y
つ

　　　　　　　　　　　　　　　第４図　長期の厚生比較

　自由参入にもかかわらず，単独生産課税と単独関税政策の厚生比較では

両国限界費用格差が基準を与える。

　この背景にある数値を比較しておくと，第１に各国の総生産量に関し

　　　　χ^＜χ^＜χ^，Y''＜Y'＜戸

が成立することに注意しよう．このため個別企業の生産量（規模の経済の

順序）は

　　　　ぞ^＜x^＜ズ^，　y^＜y'^＜y^

である．さらに利潤最大化の１階条件より「交易条件」比較は

－45－
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朽－だ一耳=瓦(が-X'')＜O　躍一稽く耳

弓づ弓一励＝恥(Y^-Y^)＞Q　巧＞程一球

である．第2に

d(Pi －だ一耳)/亀＝恥d(X^－が)μら＜0

d{巧べ郷－げ}}μら＝かバ(ドー7'｀μら＜0

が成立する．すなわち外国限界費用の上昇は関税政策における「交易条

件」を相対的に悪化させることになる．「交易条件」の有利さについては，

X財に関しては生産課税政策が低水準で有利，逆にy財に関しては関税政

策が低水準で有利となっている．外国限界費用の変化はこの不等式を逆転

させることはないが，その相対的な程度を変化させる．すなわち，外国限

界費用の上昇はもともと有利であったX財での生産課税の有利さを強化す

ると同時にy財に関して有利であった関税政策の有利性を低下させる．逆

に外国限界費用の低下はもともと有利であったX財での生産課税の有利さ

を減じ同時にy財に関して有利であった関税政策の有利性を増強するので

ある．

5

要約と結論

　本稿では以下の仮定をおいた．すなわち, (1)発展途上国と想定した自

国にて国民的厚生水準の最大化を目的とした保護政策が実施されるとする.

(2)自国市場で寡占的に競争する自国企業と外国企業を想定する. (3)国際

間で企業の費用条件は異なり得るが，各国内では企業の費用条件の同一性

を保持する．なお各企業の費用条件は一定の限界費用と固定的参入費用で

特徴づけられる. (4)自国企業が生産する財と外国企業のそれとは不完全

な代替財(差別化財)である. (5)各国企業は国際間でクールノー競争を展

　　　　　　　　　　　　　　　－46－
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開しているが，各国内部では同一的（協調的）行動を採るものとする．さ

らに，㈲企業数が所与の（短期）ケースと，参入・退出が自由で純利潤が

ゼロとなるまで新規参入が生じる（長期）ケースを想定した．

　以上のもとで得られた主要な結果は以下のとおりである．自由参入・退

出の長期均衡における自国政府による最適政策は，自国企業への生産課税

と輸入関税の組み合わせとなる（［命題2］）.

　同様の企業行動仮説（推測）のもので企業数が一定の均衡では，最適政

策は自国企業への生産補助金と輸入関税の組み合わせであった．したがっ

て企業の自由参入・退出は企業数一定の場合に比較して国内生産（補助

金・課税）政策の符号を逆転させる．

　厚生比較では，自由参入・退出の均衡において，自由貿易に比較して介

入政策が自国厚生水準を高める．さらに外国企業の効率性の程度が大

（小）であるとき最適関税（最適生産課税）による自国厚生が高水準となる．

もちろん2政策手段が利用可能な最適政策がさらに高水準の厚生を与える

（［命題3］）.

補論　自由参入・退出のもとでのクールノー均衡

　この補論では自由参入・退出のもとでクールノー均衡では自国国民的厚

生を最大化する最適政策が不介入自由貿易であることを示す．この内容は

既に米山（1997）の［命題1］でも与えられているが，ここではさらに均

衡企業数を明示し，それを利用して最適企業数が不介入のもとでの企業数

であることを示す．

　自国代表企業，外国代表企業の利潤最大化1階条件として，それぞれ

　　　　（瓦一c.－ら－b,x＝Q, （弓-らーら）一6,,y＝0　　　　（A-1）

となり，クールノー均衡生産量は

47



発展途上国の保護政策比較：自由参入と非対称的推測行動のヶ－ス

　　　　　x＝{(男＋l)匁(亀一亀－ら)一Ufk (flyーらーty)}/D

　　　　　y＝{(恥＋D恥(らーらーら)-狗准(亀一Cx－ら丿D

である．ただしここで

(A-2)

　　　　£＝(旅＋l)(町＋l)恥らー恥町か=(恥町)耳x十(恥十町＋l)恥恥

と定義している．また本文(2-1-3)より

　　　　肌＝nb丿y一反^＞0　　μ≧1

である．さらに利潤最大化1階条件を逆需要関数に代入し，それを企業数

に関して｢解く｣と

　　　　恥＝{(亀一Px)b,づら一Py)k)／(Ha)

　　　　n/={(a,,一弓)恥づ亀一八)k)/(珀y)　　　　　　　　(A-3)

と表示可能である．

　次に長期均衡・ゼロ利潤条件を追加してsuperscript Eで長期均衡の値

を示すこととする．生産量は定数で

　　　　が＝q．＝(瓦ﾉ臨)'ペ　　ダ＝ら＝(尽/ら丿2

となり，さらに価格は長期均衡生産量での平均費用に等しく

　　　　丹＝ら十ち十bjQj　　j=x, y

であるから，これらを利用して任意の税率に対する均衡企業数は

　　　　屁= {(ら一亀－な一妬心)恥－(らーらーら一妬qy)ん}/(亙,ら)

　　　　　　=屁な, ら

　　　　好＝{(らーらーち一岫q,)妬－(α。－Cx－ら一妬心)岫/(私心)

　　　　　　＝ぜ(ら,ty)

　　　　　　　　　　　　　　　　　－48－
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で表される．ただしここで

　　　　dnl/∂tx＝一久/唐心)＜Q，　∂nl/∂ら＝原(H､qχ)＞Q

　　　　dnf/∂ら＝k八:H心)＞0，dnf/∂ty ＝一肌八'H､q,)＜0

　　　　(叙f/∂な)(叙位∂ら)－(叙び∂ty)(dnf/∂○＝l/(Hig,gy)＞Q

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(A一7)

が成立していることに注意しよう．なお企業数が利潤の正・負により増

加・減少すると想定した動学過程のもとで均衡企業数は安定的である．

　国民的厚生(社会的厚生)の定義は本文での(2-3-1)と同様で消費者余

剰および，自国総利潤と財政純収入の単純な合計と仮定し，

　　　　sw＝cs十痢几十txX十らY

であるが，長期均衡での関係を利用して変形すると

　　　　5|/£＝(亀－ら一臨心)ら威十(らーら一如ら)q瀕

　　　　　　　　－{娠ql(肩)＋b諦(好)＋2切姐,肩肘}/2

となり，これは明示的に税率を含んでいない．偏導関数は

∂SWリ9威＝(αエーC;.一妬囁)ら一臨gl吠十切バフy好

∂s卯ソ∂nf＝(ayーCy一byqy)ら一b漏祷十切バフy屁

(A-8)

(A-9)

である。

　最適税率を求めるため（A-7）を利用しながら税率で偏微分して

9SWリ叫＝(一恥ら十鱗)/私＝Q

∂S卯ソ∂ら＝(一恥ら十岐/Hi ＝0

より最適税率として
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　　　　t:c ＝O, ら= 0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A-11）

が成立する．　　　　　　　　　‥

　次に択一的に任意の税率で最適な長期均衡企業数を求めるために（A

9）より

∂SWワdnf, ＝(a。－c,－bバQx)qx一叫ql威十kq司y可ニQ

肪Wツ∂頑＝(らーら一byqy)qy一b諦柝十切バ?y屁＝O

とおいて，これを連立して解くと，長期最適企業数は結局

浦＝{(碍－Cr一臨Qx)&y-(らーら一如ら)んド(仏亀)

　＝屁ら＝O,ら＝0)

卵＝{(α,－ら一byqy)妬－(ax一亀一妬心)岫人H四y)

　=頑ら=O, ら=0)

となり，不介入自由貿易の場合の企業数でなければならない．
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